
陸上自衛隊訓令第２３号

自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第７５条の７の規定に基づき、及び

、 （ ）同条を実施するため 並びに自衛隊法施行規則 昭和２９年総理府令第４０号

第８６条の３第２項の規定に基づき、勤続報奨金の支給等に関する訓令を次の

ように定める。

平成１１年１２月１５日

防衛庁長官 瓦 力

勤続報奨金の支給等に関する訓令

改正 平成１６年９月１７日庁訓第７３号

平成１８年３月２４日陸自訓第７号

平成１９年１月５日庁訓第１号

平成２１年３月３１日陸自訓第１５号

令和元年６月２０日省訓第８号

（趣旨）

第１条 この訓令は、自衛隊法（以下「法」という ）第７５条の７に規定す。

る勤続報奨金（以下「報奨金」という ）の支給等に関し必要な事項を定め。

るものとする。

（支給決定権者）

第２条 法第７５条の７の防衛大臣の委任を受けた者（以下「支給決定権者」

という ）は、次の各号に掲げる即応予備自衛官（法第７５条の４第１項各。

号の規定による招集命令を受け、同条第３項の規定により自衛官となってい

る者（以下「自衛官となっている者」という ）を含む。以下同じ ）の自衛。 。

隊法施行規則（第５条第１項において「規則」という ）第８６条の３第１。

項に規定する日（以下「基準日」という ）における指定階級（自衛官とな。

、 。 。） 、っている者にあっては 階級 第５条第１項において同じ の区分に応じ

それぞれ当該各号に定める者とする。

⑴ ２等陸尉又は３等陸尉 陸上幕僚長

⑵ 准陸尉 任命権に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号。以下「任

命権訓令」という ）第８３条第１項の規定により継続任用、昇進、退職及。

び免職を行う者（自衛官となっている者にあっては任命権訓令第２８条第

１項の規定により採用以外の任免を行う者）

⑶ 陸曹長、１等陸曹、２等陸曹又は３等陸曹 任命権訓令第８３条第２項

の規定により継続任用、昇進、退職及び免職を行う者（自衛官となってい

る者にあっては任命権訓令第２８条第２項の規定により採用以外の任免を

行う者）

、⑷ 陸士長又は１等陸士 任命権訓令第８３条第３項の規定により継続任用



昇進、退職及び免職を行う者（自衛官となっている者にあっては任命権訓

令第２８条第３項の規定により採用以外の任免を行う者）

（報奨金の支給）

第３条 支給決定権者は、即応予備自衛官の任用期間のうち基準日までの期間

（以下「成績判定期間」という ）において勤務成績が良好であり、かつ、。

次の各号のいずれにも該当しない場合に報奨金を支給することができる。

⑴ 即応予備自衛官（自衛官となっている者を除く ）が、成績判定期間中の。

行為について即応予備自衛官の任命、服務、服装等に関する訓令（平成１

。 「 」 。）０年陸上自衛隊訓令第１号 第７条第１項において 任免等訓令 という

第１２条第５号、第６号若しくは第８号のいずれかに該当し、免職にされ

た場合

⑵ 自衛官となっている者が、成績判定期間中の行為について法第４６条第

１項各号のいずれかに該当し、懲戒処分を受けた場合

２ 前項の勤務成績は、成績判定期間における訓練招集時の勤務成績（防衛招

集時、国民保護等招集時、治安招集時又は災害等招集時における自衛官とし

ての勤務成績を含む ）を陸上幕僚長の定めるところにより総合して評定す。

るものとする。

３ 報奨金は、当該報奨金の支給に係る基準日から起算して４０日以内に支給

するものとする。

（報奨金支給機関）

第４条 報奨金支給機関（報奨金の支給を受けることができる者に対して報奨

金を支給することとされている機関をいう。以下同じ ）は、即応予備自衛。

官の基準日における指定部隊（法第７５条の３の規定により指定された陸上

自衛隊の部隊をいう。以下同じ ）又は俸給支給機関（防衛省の職員の給与。

等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８号）第８条第４項に規定す

る俸給支給機関をいう ）とする。。

（支給対象者発生の報告等）

第５条 報奨金支給機関の長は、基準日に在職する即応予備自衛官のうち規則

第８６条の２に規定する期間を満たす者（次項において「支給対象者」とい

う ）について、その氏名、指定階級、採用日（継続任用された者にあって。

は、直近の継続任用日）その他陸上幕僚長が定める事項を、速やかに順序を

経て支給決定権者に報告しなければならない。

２ 指定部隊の長又は自衛官となっている者の任命権者は、支給対象者の成績

判定期間中の勤務成績について、速やかに支給決定権者に通知しなければな

らない。

３ 支給決定権者は、前２項のほか支給の決定に必要な事項について、陸上幕

僚長の定めるところにより協力を求めることができる。

（支給決定等）

第６条 支給決定権者は、前条の報告及び通知を受けた場合には速やかに報奨

金の支給の可否を決定し、その旨を報奨金支給機関の長に通知しなければな

らない。

２ 支給決定権者は、報奨金を支給することを決定した場合は、その旨を報奨



金支給機関の長を経由して、報奨金の支給を決定された者に通知し、又は送

付するものとする。

（決定の保留等）

第７条 支給決定権者は、即応予備自衛官の成績判定期間における行為に関し

て、任免等訓令第１２条第５号、第６号若しくは第８号又は法第４６条第１

項各号（以下この項において「懲戒事由」という ）に該当する事実が判明。

し、又はその者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基づき

懲戒事由に該当すると思料するときは、第３条第３項及び前条の規定にかか

わらず、一時支給の決定を保留することができる。

２ 前項の場合においては、直ちにその旨を報奨金支給機関の長に通知するも

のとし、当該行為が第３条第１項各号のいずれにも該当しないことが判明し

たときは、速やかに支給の決定を行い、その旨を報奨金支給機関の長に通知

するものとする。

（報告）

第８条 陸上幕僚長は、各年度における報奨金の支給の状況について、別記様

式による勤続報奨金支給状況報告書により当該年度の翌年度の５月３１日ま

でに防衛大臣に報告するものとする。

（委任規定）

第９条 この訓令に定めるもののほか、この訓令の実施に関し必要な事項は、

陸上幕僚長が定める。

附 則

この訓令は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則（平成１６年９月１７日防衛庁訓令第７３号）

この訓令は、平成１６年９月１７日から施行する。

附 則（平成１８年３月２４日陸上自衛隊訓令第７号抄）

１ この訓令は、平成１８年３月２７日から施行する。

附 則（平成１９年１月５日防衛庁訓令第１号）

１ この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。

（様式の用紙に関する経過措置）

４ この訓令の施行の際に現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを修正した上で使用することができる。

附 則（平成２１年３月３１日陸上自衛隊訓令第１５号）

この訓令は、平成２１年３月３１日から施行する。

附 則（令和元年６月20日防衛省訓令第８号）

１ この訓令は、令和元年７月１日から施行する。

２ この訓令による改正後の様式を使用するに当たっては、必要に応じ、各

様式中「令和」とあるのは「平成」とする修正を加えたものを使用するこ

とができる。



別記様式（第８条関係）

勤続報奨金支給状況報告書

防衛大臣 殿

陸上幕僚長 印

令和 年度

区 分 基準日 在職者数 支給人数 支給総額 備 考

３月31日 ○○○人 ○○○人 ○○○○円

６月30日
○ ○

９月30日

12月31日

方面隊 そ の 他

合 計

３月31日

６月30日
○ ○

９月30日

12月31日

方面隊 そ の 他

合 計

総 計

、 。備考：１ この報告書には 当該年度における勤続報奨金の支給状況を記入するものとする
２ 基準日欄の ３月31日 は 前年度の３月31日とし 基準日欄の ６月30日 ９「 」 、 、 「 」、「
月30日」及び「12月31日」は、それぞれ当該年度の６月30日、９月30日及び12月31
日とする。基準日欄の「その他」は、これら以外の年月日とする。

３ 在職者数欄には、基準日に在職していた即応予備自衛官数を記入する。
４ 支給人数欄には、第６条に基づき、勤続報奨金の支給を決定された即応予備自衛
官数を記入する。

５ 備考欄には、第７条第１項に基づき支給の決定の保留、同条第２項に基づく支給
の決定その他特記事項について記入する。

（日本産業規格Ａ列４番）


